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この法文案は、2019 年 1 月に「外国人材の受入れに関する円卓会 議」のメンバーによ

り策定された「在留外国人等基本法要綱案」をもとに、新たに 2024 年 1 月「在留外国

人等基本法」に盛り込むべき内容を再検討の上で、「新在留外国人基本法の要綱案」まと

めたものをもとにして、「基本法」としての形式を整え、「基本法制定」の推進を願い、一

般社団法人栃木県生産性本部会長の林明夫が個人の責任で、「章」「条」「見出し」などを

つけ、また、文章の文末を法文の形に整えさせていただいたものです。第二条の「在留外

国人の定義」規定は、この要綱案の前文（説明文）を引用させていただきました。 

また、「第十四条、第五項、関係法令への委任」と、「第七章 費用」については、他の基

本法を参考に、林が付記させていただきました。ご了承ください。 

 

林明夫(はやしきお) 

一般社団法人栃木県生産性本部会長 

足利商工会議所議員、 

日本商工会議所多様な人材活躍推進専門部会委員 

090-2664－1728 

hayahsiakiokairin@gmail.com 

 

（2025 年 8 月 16 日） 
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「在留外国人基本法」（案）               林明夫 2025 年 8 月 16 日 

総則 

＜この法律の目的＞ 

第一条 

この法律は、在留外国人等の流入及び定住化が進む中で、日本国民と在留外国人等が相互

に 文化、人格、個性を尊重しあいながら、日本社会の一員として在留外国人等の人権が尊

重さ れる共生社会を構築する上で必要な基本理念を定めるとともに、経済、文化両面で

活力ある 社会を実現することを目的とする。  

 

第二条 

在留外国人等とは、日本に 3 か月を超えて居住する日本国籍を持たないもの、出生以外に

よる日本国籍取得者とその子孫、両親いずれかが日本国籍以外である者とその子どもをい

う。 

第一章 国の責務 

第三条 

 国は、在留外国人等が日本社会の一員として多面的な貢献を行う能力と可能性を有する 

存在であるとの認識及び人口減少による将来社会の持続性の危機への理解に基づき、適正 

規模の外国人の受入れを進めるとともに、在留外国人等を日本社会に統合することによ

り、 安心、安全で活力ある社会を実現することを基本理念として行なわなければならな

い。 

 

第四条 

①  国は、在留外国人等が日本国民同様、出生から死亡に至るまでの一生の中で生活者と

して多様なニーズを有し、また社会と係わるものであり、このようなライフステージ

を包括す る取組みが必要との認識のもと、子どもの教育の機会均等をはじめ、日本で

の生活、学習、 就労における選択および参加を含む在留外国人等の社会的統合・包摂

について合理的な配 慮を行わなければならない。 

② なお、そのための対応は国及び地方公共団体、地域住民、 教育機関、医療機関等の有

機的な連携のもとに総合的に行わなければならない。  

 



第五条 

 すべての日本国民は、在留外国人等の出身元の文化的・言語的アイデンティティに対し 

 十分な配慮をするとともに、在留外国人等の尊厳を重んじ、何人も、国籍、民族、また

は宗 教等を理由として差別されないよう努めなければならない。  

 

第六条 

国は日本と在留外国人等の出身国との関係を尊重するとともに、関係省庁及び官民連携 

により出身国が日本と共に発展することに配慮しなければならない。 

 

第二章 国及び地方公共団体の責務 

第七条 

国は、この法律の基本理念に従い、その目的を達成するために、在留外国人等に関する施

策を総合的に策定し、これを実施しなければならない。 

 

第八条 

国は、在留外国人等の出人国及び在留管理、処遇等に関連する他の法令の制定及び改正を

行う場合は、この法律の目的及び基本理念に沿って行わなければならない。 

 

第九条 

国は在留外国人等の日本社会の統合の実現に向けた財源確保を図るとともに、地方公共団

体に必要な財源を確保しなければならない。 

 

第十条 

地方公共団体は、都道府県並びに市町村における外国人の受人れと定着の推進にかかわる

体制の整備と的確な施策の実施のための措置を講じなければならない。 

 

第三章 事業者の責務 

第十一条 

在留外国人等を雇用する事業主は、国が実施する施策に協力するとともに、その雇用する

在留外国人等の人権を尊重しながら、その有する職業能力を有効活用し向上させるための

労働環境を整備し、日本語学習、職業訓練等の教育訓練の提供を含む適切な対応に努めな



ければならない。 

第四章 日本国民及び在留外国人等の責務 

第十二条 

日本国民は、日本社会が持続的かっ健全な発展を遂げていく上で在留外国人等を社会の構

成員として受入れることが重要であることをよく理解し、在留外国人等との協力、共生の

推進に寄与するよう努めなければならない。 

 

第十三条 

在留外国人等は、日本社会の一員として安心、安全で活力ある地域社会の実現に向けて積

極的に社会参加するよう努めなければならない。 

 

第六章 在留外国人基本計画 

第十四条 

①国は、在留外国人等の受人れに当たっては、地方公共団体及び事業者の主体的な関与を

得ながら、その地域における在留外国人等の居住実態、就労実態等を把握して、在留外国

人等の居住、就労並びに教育の環境が地域による格差が生じないよう必要な措置をとるこ

とを基本方針とする。 

②就労、生活及び社会参画等のための施策の総合的かつ計画的な推進と成果目標を定めた

進捗管理を適正に行うため、その基本方針とそれに基づく基本計画を 5 年おきに策定しな

ければならない。 

③都道府県及び市町村は、当該都道府県または市町村の実情に応じて、在留外国人等の就

労、生活及び社会参画等についての計画を策定しなければならない。 

④国は、基本方針及び基本計画の策定にあたっては、在留外国人等、事業主、NPO・

NGO 等の関係者の意見を聞き、それを尊重するように努めなければならない。 

⑤基本計画の、下記に掲げる事項については、法令で定めなければならない。 

 

第七章 費用 

第十五条  

日本語教育に関係する費用は、原則、国、地方自治体、受け入れ企業団体、本人の負担と

する。 

////////////////////////////////////////////////////////////////////////////////////// 



（以下巻末）  

「新在留外国人等基本法の要綱案」   

（公財）日本国際交流センター「外国人材の受入れに関する円卓会議」 「新在留外国人

等基本法の要綱案」は、2019 年 1 月に「外国人材の受入れに関する円卓会 議」のメン

バーにより策定された「在留外国人等基本法要綱案」をもとに、新たに 2024 年 1 月

「在留外国人等基本法」に盛り込むべき内容を再検討の上でまとめたものである。なお、 

在留外国人等とは、日本に 3 ヶ月を超えて居住する日本国籍を持たない者、出生以外によ 

る日本国籍取得者とその子孫、両親のいずれかが日本国籍以外である者とその子どもなど 

を指すものとする。  

1. 目的  

この法律は、在留外国人等の流入及び定住化が進む中で、日本国民と在留外国人等が相互

に 文化、人格、個性を尊重しあいながら、日本社会の一員として在留外国人等の人権が尊

重さ れる共生社会を構築する上で必要な基本理念を定めるとともに、経済、文化両面で

活力ある 社会を実現することを目的とすること。  

2. 基本理念  

在留外国人等に関する法律または施策は、次に掲げる事項を基本理念として行うものとす

る こと。  

1) 国は、在留外国人等が日本社会の一員として多面的な貢献を行う能力と可能性を有する 

存在であるとの認識及び人口減少による将来社会の持続性の危機への理解に基づき、適正 

規模の外国人の受入れを進めるとともに、在留外国人等を日本社会に統合することによ

り、 安心、安全で活力ある社会を実現することを基本理念として行なわなければならない

こと。 2) 国は、在留外国人等が日本国民同様、出生から死亡に至るまでの一生の中で生

活者とし て多様なニーズを有し、また社会と係わるものであり、このようなライフステ

ージを包括す る取組みが必要との認識のもと、子どもの教育の機会均等をはじめ、日本

での生活、学習、 就労における選択および参加を含む在留外国人等の社会的統合・包摂

について合理的な配 慮を行わなければならないこと。なお、そのための対応は国及び地

方公共団体、地域住民、 教育機関、医療機関等の有機的な連携のもとに総合的に行なわ

れる必要があること。  

3) すべての日本国民は、在留外国人等の出身元の文化的・言語的アイデンティティに対し 

十分な配慮をするとともに、在留外国人等の尊厳を重んじ、何人も、国籍、民族、または

宗 教等を理由として差別されないよう努めなければならないこと。  



4）国は日本と在留外国人等の出身国との関係を尊重するとともに、関係省庁及び官民連

携 により出身国が日本と共に発展することに配慮しなければならないものとすること。 

 

 

 

3、国及び地方公共団体の責務 

1 )国は、この法律の基本理念に従い、その目的を達成するために、在留外国人等に関する

施策を総合的に策定し、これを実施しなければならないものとすること。 

2)国は、在留外国人等の出人国及び在留管理、処遇等に関連する他の法令の制定及び改正

を行う場合は、この法律の目的及び基本理念に沿って行わなければならないものとするこ 

3)国は在留外国人等の日本社会の統合の実現に向けた財源確保を図るとともに、地方公共

団体に必要な財源を確保しなければならないものとすること。 

4)地方公共団体は、都道府県並びに市町村における外国人の受人れと定着の推進にかかわ

る体制の整備と的確な施策の実施のための措置を講じなければならないものとすること。 

4.事業者の責務 

在留外国人等を雇用する事業主は、国が実施する施策に協力するとともに、その雇用する

在留外国人等の人権を尊重しながら、その有する職業能力を有効活用し向上させるための

労働環境を整備し、日本語学習、職業訓練等の教育訓練の提供を含む適切な対応に努めな

ければならないものとすること。 

5.日本国民及び在留外国人等の責務 

1 )日本国民は、日本社会が持続的かっ健全な発展を遂げていく上で在留外国人等を社会の

構成員として受入れることが重要であることをよく理解し、在留外国人等との協力、共生

の推進に寄与するよう努めなければならないものとすること。 

2)在留外国人等は、日本社会の一員として安心、安全で活力ある地域社会の実現に向けて

積極的に社会参加するよう努めなければならないものとすること。 

6.基本方針及び計画の策定 

1 )国は、在留外国人等の受人れに当たっては、地方公共団体及び事業者の主体的な関与を

得ながら、その地域における在留外国人等の居住実態、就労実態等を把握して、在留外国

人等の居住、就労並びに教育の環境が地域による格差が生じないよう必要な措置をとるこ

とを基本方針とすること。就労、生活及び社会参画等のための施策の総合的かつ計画的な

推進と成果目標を定めた進捗管理を適正に行うため、その基本方針とそれに基づく基本計



画を 5 年おきに策定しなければならないものとすること。 

2)都道府県及び市町村は、当該都道府県または市町村の実情に応じて、在留外国人等の就

労、生活及び社会参画等についての計画を策定しなければならないものとすること。 

3)国は、基本方針及び基本計画の策定にあたっては、在留外国人等、事業主、NPO・

NGO 等の関係者の意見を聞き、それを尊重するように努めなければならないものとする

こと。 

4)基本計画には、下記に掲げる事項について定めなければならないものとすること。 

 


